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特集にあた っ て
野上裕生
　今年、二〇〇八年はどのような年だった
のか、開発研究や地域研究の視点から考えてみたい。毎年年末になると、大抵の雑誌や新聞で「論壇時評」等という形で今年一年の回顧と展望が行われる。このような企画によって、読者は日々の動向から一度自由な立場で今年の学芸や論壇の動きを見直すことができる。同じような企画が、開発途上国に関する情報発信を旨とする本誌『アジ研ワールド・トレンド』でもできないだろうか。そのような思いから 今回の企画を思いついた。
　第一部では二〇〇八年の国際協力の話題
を取り上げてみたい。第二部 は世界経済の変動に対応する開発途上国 現状を取り上げてみたい。●二〇〇八年を振り返る
　いま手元の新聞記事等で二〇〇八年の出
来事を振り返ってみよう。今年は一九〇八年六月一八日に日本からのブラジルへの第一回移民船の到着から一〇〇 ということで「日本ブラジル交流年」を記念する催し物が行われた（ 『朝 新聞』二 八年六
月一六日、月曜日夕刊二面） 。
　二〇〇八年は国際的な会合が多かった。
五月二六日、地球温暖化問題を主要課題として神戸市で開催されていた主要国 （Ｇ８）環境相会合は京都議定書に続く二〇一三年以降の温室効果ガス削減の国際的枠組みについて先進諸国が国別総量削減目標を定め、排出量が増加 いる途上国は抑制をめざす必要があるとの議長総括をまとめて閉会した（ 『朝日新聞』二〇〇八年五月二六日、月曜日夕刊一、 二面） 。六 三日ローマで始まった「国連食糧サミット」では農作物を原料とするバイオ燃料の取り扱いが焦点になり、世界的な食糧価格上昇の中でバイオ燃料の生産を拡大するアメリカやブラジルに食糧輸入国からの批判が寄せられた （ 『朝日新聞』二〇〇八年六月四日、水曜 朝刊一、 二面） 。七月の北海道洞爺湖サミットで当時の福田首相は議長として二〇五〇年までに温室効果ガスの排出量を半減することを全ての国 共通目標として求めることで合意を取り付けた（ 『朝日新聞』二〇〇八年九月三〇日、火曜 朝刊七面） 。
　二〇〇八年は世界経済の将来が懸念され
る事態が起こった年になった。七月二二日の内閣の閣議に提出された二〇〇八年度の経済財政白書は最近まで続いて来 日本の景気拡大が輸出に依存したものであり、アメリカ の減速や原油・原材料価格の高騰などの影響を受けることを指摘していた（ 『朝日新聞』二〇〇八年七月二二日、火曜日夕刊一面） 。九月に入ってからアメリカの金融危機が発生し、先進国 中央銀行が対策に追われる状況になった（ 『朝日新聞』二〇〇八年一〇月一日、水曜日朝刊一、 二面） 。
　二〇〇八年はまた北京五輪の開催を迎え
た年であり、また 九七八年を起点とする中国の「改革・開放」路線三〇周年という節目の年、これまで 経済発展のあり方を中国が見直そうと試みた年でもあ （参考文献②） 。●特集第一部論文の概要
　今年は貧困削減の国際的な目標であるミ
レニアム開発目標の達成期限の二〇一五年までの中間年にあたる。表１は今回特集取り上げた国・地域、あるいは五輪が開催された中国や「日本ブラジル交流年」で話
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題になったブラジルなどの一人当たり実質ＧＤＰの歴史的系列をまとめたものである。開発協力の黎明期の一九五八年、日本と開発途上国の間には三倍から五倍の経済格差があった。それから四〇年後、今から一〇年前の一九九八年には、かつての開発途上国内部の格差が大きくなっていることがわかる。たとえば宮田論文で言及され いるマダガスカル ように、一九五八年の時点では、ほかの地域に決して劣ることのない発展水準にあったのに、一九九八年 かえって貧しくなってしまった国もあ （参考文献③参照） 。こ 背景 はいろいろな要因もあるが、それまで 開発協力や開発援助に問題があったのではないか、と う疑問も浮かんでくる。ちょうど一九九八年は二一世紀の開発協力のあり方をめぐって活発な議論が行われた時期 もあり、また、貧困や不平等などで創造的な研究を続けきたアマルティア・センがノーベル経済学賞を受賞した年でもあった。野上裕生論文は、センのノーベル賞受賞一〇年を契機として貧困削減への視点 どのような進展あったのかを開発協力の歴史的展開を踏まえて考えようとしている。
　今年はまた洞爺湖サミットが開催されて
地球環境問題が議論され、また地球温暖化対策を定めた京都議定書の第一約束期間の最初の年である。この な意味で 「地球」規模の連帯が「開発」 、 「環境」という問題と関連して注目された年でもあった。宮田
春夫論文は「気候変動問題」と五月の「アフリカ開発会議」 （ＴＩＣＡＤ） の両方に 「人類共同体」という視点、地球規模の連帯という視点が欠かせないことを指摘し、ＯＤＡの国益といった視点が先行してしまういまの日本社会では軽視されている視点を提示しようとしている。●特集第二部論文の概要
　今年はアメリカの投資銀行リーマン・ブ
ラザーズの経営破綻（ 『朝日新聞』二〇〇八年九月一六日、火曜日夕刊一、 二面）等に象徴されるような金融危機が欧米先進国に広がって、この原稿を書いている時点（二〇〇八年一〇月半ば）では先進諸国の金融政策担当者は様々な対策に取り組んでいる。偶然にも今から 〇年前の一九九八年はアジア通貨危機の時期であり、金融セクターの安定化が盛んに議論された。中川利香論文ではマレーシアを中心にしてアジア金融セクターの脆弱性を改善する最近までの動きを分析している。また奥田聡論文では韓国経済、土屋一樹論文はエジプト経済を取り上げて、食糧・資源価格高騰や金融危機 変動する世界経済 一側面を紹介している。●開発協力の中 連帯
　特集第一部の宮田論文、 野上論文では 「人
類共同体」という視点から「連帯」という視点が強調されている。 「損得勘定」とい
う市場経済の考え方、 「リーダーシップ」や「罰則」という統制経済の考え方だけでなく、 「人生はお互い様」といった「贈与」や「協力」の要素も経済の中で見直されてよいのではないか。 そ ような動きは 「フェアトレード」 （参考文献①等を参照）う形で、貿易（トレード）という市場経済の中に市民社会の公正性（フェア） 取り込もうとする試みにも反映されている。また今年は「日本ブラジル交流年」を記念する催し物が行われたが、人間の連帯や絆地球の反対側 国や社会を、太平洋を越えて結びつけていくのではないか。そ ような期待を込めて、二〇〇九年を迎えたい。
（のがみ 　ひろき／アジア経済研究所国際交流・研修室）
《参考文献》① 『季刊
[
あっと
]
at』 二〇〇七年八月号 （ 「特
集フェアトレードの現在」 ）太田出版。
②平井潤一「世界と日本、中国共産党第
一七回大会
―
『小康社会の全面建設』
をめざす」 （ 『経済』一四八号、二〇〇八年一月）八～九ページ。
③福田邦夫「アフリカの苦悩はなぜなの
か？
―
構造調整プログラムで再生は可
能か」 （ 『経済』一四八号、二〇〇八年一月）一〇四～一二一ページ。
表１　１人当たり実質GDPの歴史的系列
日　本 中　国 韓　国 マレーシア ブラジル カンボジア
1958 3,290 693 1,112 1,413 2,111 653
1998 20,410 3,117 12,152 7,100 5,459 1,058
エジプト マダガスカル モーリシャス ナイジェリア シェラレオネ
1958 747 1,112 2,610 832 807
1998 2,128 690 9,850 1,232 558
（出所）アンガス・マディソン（金森久雄監訳、㈶政治経済研究所訳）『経済統計で見る世界経済2000年史』柏書房、
2004年（AngusMaddison,TheWorldEconomy,AMillenniumPerspective ,OECD,Development
Centreの翻訳）、付録Ｃの統計表から筆者作成。
（注）単位は1990年ゲアリー＝ケイミス国際ドル。
